
順序 建設工事 物品 委託 申請者チェック欄
企　業　団
チェック欄

1 提出書類チェック表 必須 原本 本表 ○ ○ ○ □ □

2 入札参加資格審査申請書 必須 原本 第１号様式
○

その１
○

その２
○

その３
□ □

3 委任状（正）
該当す
る場合

原本 第２号様式 △ △ △ 有   ･    無 □

4 誓約書 必須 原本 第３号様式 ○ ○ ○ □ □

5
法人登記事項証明書
又は身分証明書

必須 写し － ○ ○ ○ □ □

6 印鑑証明書 必須 原本 － ○ ○ ○ □ □

7 使用印鑑届
該当す
る場合

原本 第４号様式 △ △ △ 有   ･    無 □

8 納税証明書 必須 原本 － ○ ○ ○ □ □

9 営業所一覧表
該当す
る場合

原本 第５号様式 ○ － － 有   ･    無 □

10
許可（登録）証明書
又は許可通知書

該当す
る場合

写し － ○ △ △ 有   ･    無 □

11
ＩＳＯ登録証
（９０００シリーズ）

該当す
る場合

写し － △ △ △ 有   ･    無 □

12
ＩＳＯ登録証
（１４００１）

該当す
る場合

写し － △ △ △ 有   ･    無 □

13 エコアクション登録証
該当す
る場合

写し － △ △ △ 有   ･    無 □

14
障害者雇用状況報告書の
報告者控等

該当す
る場合

写し － △ △ △ 有   ･    無 □

15
建設業労働災害防止協会
加入証明書

該当す
る場合

写し － △ － － 有   ･    無 □

16 各建設業団体の加入証明書
該当す
る場合

写し － △ － － 有   ･    無 □

17
経営規模等評価結果通知書
及び総合評定値通知書

該当す
る場合

写し － ○ － － 有   ･    無 □

18 技術職員名簿
該当す
る場合

写し － ○ － － 有   ･    無 □

19 工事経歴書
該当す
る場合

原本 第６号様式 ○ － － 有   ･    無 □

20 経営規模総括表
該当す
る場合

原本 第７号様式 － ○ ○ 有   ･    無 □

21

財務諸表
・貸借対照表(1年分)
・損益計算書(2年分)
・株主資本等変動計算書(1年分)

該当す
る場合

写し － － ○ ○ 有   ･    無 □

22 受託業務経歴書
該当す
る場合

原本 第８号様式 － － ○ 有   ･    無 □

23 納入実績経歴書
該当す
る場合

原本
第９号様式
（その１）

－ ○ － 有   ･    無 □

24
浄水処理用の工業薬品等
納入経歴書

該当す
る場合

原本
第９号様式
（その２）

－ ○ － 有   ･    無 □

25 特約店・代理店一覧表
該当す
る場合

原本 第１０号様式 － △ － 有   ･    無 □

26

暴力団排除に関する誓約書
及び照会同意書
(委任状を提出する場合は受
任者を記入)

必須 原本 別紙 ○ ○ ○ □ □

27
ファイルの種類
サイズ：A4　色：緑色

必須 － － ○ ○ ○ □ □

28
ファイルの表紙及び背表紙に
会社名を記入

必須 － － ○ ○ ○ □ □

次のものはファイルに綴らず提出してください。

順序 建設工事 物品 委託 申請者チェック欄
企　業　団
チェック欄

1 委任状（副）（返送用）
該当す
る場合

写し 第２号様式 △ △ △ 有   ･    無 □

2
返信用封筒（長３封筒）に
110円切手を貼り付け、返送
先の住所等を記載したもの

必須 － － ○ ○ ○ □ □

提 出 書 類 様式

※□の欄はレ点でチェックし、有・無の欄は項目に該当し提出する場合は有に○をし、該当しない場合は無に○をしてください。

提出書類チェック表

商 号 又 は 名 称

申請区分 （申請する業種に○） 建設工事　　　　　　　　物　品　　　　　　　　委　託

提 出 書 類 様式



第１号様式（その３）

令和     年　　月　　日

南房総広域水道企業団　企業長　様
〒 －

実印

審査を申請します。

１．登録希望業種

２．法令等に係る登録状況（該当欄の□にレ点でチェック）
測 ＝ 測量法第５５条による登録

土 ＝ 土地家屋調査士法第８条による登録

築 ＝ 建築士法第２３条による登録

地 ＝ 地質調査業者登録規程による登録

建 ＝ 建設コンサルタント登録規程による登録

計 ＝ 計量法第１０７条による登録

補 ＝ 補償コンサルタント登録規程による登録

３．指名通知等を受ける事務所

－

４．申請事務担当者（本申請内容について回答できる方）

郵 便 番 号

常に連絡がとれるアドレスを記入してください。

E-mail

所 在 地

営業所・部署名

電 話 番 号

フリガナ

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

電話番号 E-mail

部 課 名 担当者名

測 土 補計築 地 建

分類番号 希望業種

なお、この申請書及びその添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

入札参加資格審査申請書（委託）

主たる営業所の
所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

令和7・8・9年度において、貴企業団で行われる委託に係る入札に参加する資格の

フリガナ

フリガナ

主な内容



第２号様式

年 月 日

１

見積り及び入札に関する一切の権限

復代理人選定に関する一切の権限

契約の締結及び契約の履行に関する一切の権限

契約代金の請求及び受領に関する一切の権限

２

    平成　　年　　月　　日から平成２１年４月３０日まで年 月 日から 年 月 日まで

３

　　住所、職名、氏名、電話番号等を本書に記載押印すること。

　３　記載事項に変更が生じた場合は、速やかに変更手続を行うこと。

（該当する区分に○印をつける）

建設工事　　物　品　　委　託

 その他

注１　原則として、上記の委任事項は全て委任することとし、一部のみの委任は認めない。

　２　工種等によって委任先が異なる場合は、「３　その他」としてその種別を記載のうえ、受任者所在地又は

(3)

(4)

 委任期間

令和 7 4 1 令和 10 3 31

使用印

  私は、上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

 記

 委任事項

(1)

実印

所在地又は住所

受任者 商 号 又 は 名 称

委任者 商 号 又 は 名 称

(2)

代 表 者 職 氏 名

職 氏 名

　南房総広域水道企業団企業長　　様

所在地又は住所

委　　　任　　　状

令和



第３号様式

年 月 日

南房総広域水道企業団企業長 様

　私は、南房総広域水道企業団所管に係る建設工事等の入札に際し、下記の期間において、連合

等による入札の公正を害するような行為をいたしませんことを誓約します。

記

誓約期間

年 月 日から 年 月 日まで3 3110令和

誓　　　約　　　書

令和

令和 7 4

所在地又は住所

1

実印

商号又は名称

代表者職氏名



第４号様式

年 月 日

様

使用期間

年 月 日から 年 月 日まで

建設工事　　物　品　　委　託

（該当する区分に○印をつける）

南房総広域水道企業団企業長

記

令和 7 4 1 令和 10 3 31

実印

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

　上記の印鑑を、入札・見積りへの参加、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用

したいのでお届けします。

使用印

令和

使　用　印　鑑　届



第７号様式

   Ａ  業種別実績高                                                    （単位：千円）

年間平均実績高

　　年　　月から 　　年　　月まで 　　年　　月から 　　年　　月まで ((A)+(B))/2

製造

販売

   Ｂ  自己資本額                                                        （単位：千円）

直前１年度決算額 剰余（欠損）金処分 小 計 決算後の増減額 合  計

 （単位：千円）

   うち機械・運搬具    うち工具器具備品 計
その他有形固定資産
(土地・構築物含む。)

合  計

   Ｄ  従業員数  （単位：人）

うち技術者数 人

うち身障者数 人

　Ｅ　経営比率（流動比率）  （単位：千円）

千円 流動負債計 千円

％

   Ｆ  営業年数

現組織へ変更年月日 営業年数

年　　月　　日 ～ 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　　月

　Ｇ　国際規格の取得及び障害者の雇用状況（該当欄の□にレ点でチェック）

※企業団記入欄
審査数値 格付

製造
販売

物品

委託

状　　　況

区 分

障害者の雇用状況

ISO14001又はエコアクション

ISO9000 シリーズ

区分

差 引 額

人

減 価 償 却 累 計 額

取 得 価 額

年　　月　　日

従業員数

年別決算期別

業種

その他（建設工事等）

計

直前第１年度決算額(B)直前第２年度決算額(A)

申請者名（商号又は名称）

物
品

委　　　　　　　　　託

経　営　規　模　総　括　表

   Ｃ  生産設備の額（物品販売業者は記入する必要はありません。）

区 分

合 計

払 込 資 本 金

転廃業（休業）年月日創業年月日

積 立 金

繰越利益（ 欠損）金

流動資産計

流動比率

取 得 未 取 得

法定雇用率達成又は報奨金受給あり 法定雇用率未達成又は報奨金受給なし

未 取 得取 得



第８号様式

発注官公庁名 受   託   業   務   名 業   務   内   容  契 約 額（千円） 受　託　期　間

　　年　月　日

～

　　年　月　日

　　年　月　日

～

　　年　月　日

　　年　月　日

～

　　年　月　日

　　年　月　日

～

　　年　月　日

　　年　月　日

～

　　年　月　日

記載要領
１　審査基準日の直前２年間に官公庁から直接受注した１件１００万円以上のもの（単価契約にあっては、その受託合計額が
　１００万円以上のもの）について記入すること。

受　託　業　務　経　歴　書　　



南房総広域水道企業団　企業長　様

実印

性別

元号MTSH 年 月 日 （M/F)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

暴力団排除に関する誓約書及び照会同意書

　当社（団体である場合は当団体、個人である場合は私。以下同じ。）は、南房総広域水道企業団暴力団排除条例（平成２８年条例第１号）に規定す
る暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下、「暴力団関係者」という。）でないことを誓約します。

　また、下記の役員等名簿に記載した者が暴力団関係者ではないことを、千葉県警察本部（勝浦警察署）に照会することを承諾し、照会で確認された
情報は、今後、当社が企業団と行う契約等における身分確認に利用することに同意します。

住 所

商号または名称

代 表 者 職 氏 名

令和　　年　　月　　日

番号 氏名（半カナ） 氏名（漢字）
生年月日

住所（住民票記載の個人の住所） 職名



性別

元号MTSH 年 月 日 （M/F)

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

（注意事項）
１　法人の場合

番号 氏名（半カナ） 氏名（漢字）
生年月日

住所（住民票記載の個人の住所） 職名

　　法人の役員等と同様の責任を有する代表者、理事等及び契約等の権限を委任するときは委任する支店等の代表者を記載すること。
４　「住所欄」には住民票記載の個人の住所を記入すること。
５　記入しきれない場合は、複数枚提出すること。
６　役員が新たに就任した場合は、遅滞なく本書を提出すること。
７　本書類に記載された、氏名、生年月日等のすべての個人情報は、暴力団関係者の有無の確認のみに使用し、その他の目的には使用しないものとする。

　　常勤・非常勤にかかわらず、登記事項証明書のうち「役員に関する事項」欄に記載されている者（以下「役員」という。）及び契約等の権限を委任するときは
　委任する支店等を代表する者で役員以外の者並びに相談役、顧問等の役職又は役員の家族等で実質的に経営に携わっている者を記載すること。（監査法人などの

２　個人の場合
　　代表者、代表者と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）及び契約等の権限を委任するときは委任
　する支店等の代表者を記載すること。
３　その他の団体の場合

　法人は除く。）



年 月 日

１．登録区分（該当する区分に○印をつける）及び申請書受付番号

建設工事　　物　品　　委　託　　／　申請書受付番号

２．変更内容

変 更 事 項 変 更 後 変 更 前 変更年月日

 記

　南房総広域水道企業団企業長　　様

所在地又は住所

申請者 商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名 実印

  先に提出した入札参加資格審査申請書の記載事項について、下記のとおり変更がありましたの

で関係書類を添えてお届けします。

第１１号様式

入札参加資格審査申請書記載事項変更届

令和


